
令和5年度　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金　効果検証（令和5年度実施計画事業分）
調査項目B：令和5年度中に事業終期を迎えた事業のみが回答対象　※回答不要な事業については回答欄が自動でグレーアウト。 Q3で「『④-1』～『④-4』」を選択した方のみ

４．事務費 ６．本事業の実施に当たって設定した成果指標 ６．本事業実施による活動実績（アウトプット）などを総合的にご判断の上で、本交付金事業の感染拡大防止等への効果についてお答えください。また、その理由について具体的にお答えください。

①インプット ②アウトプット ③湖付近事業のアウトカム ④総合的なアウトカム

社会福祉課
1

エネルギー・食料品等価格高騰に伴う低所得世帯支援給付金（追加分）【物価高騰対策給付金】 令和 6 年 1 月 令和 6 年 3 月 372,470 372,470 4,030
○ ○ ○

社会福祉課
2

エネルギー・食料品等価格高騰に伴う低所得世帯（所得割非課税世帯）支援給付金（追加分）【物価高騰対策給付金】 令和 6 年 4 月 令和 6 年 6 月
○

社会福祉課

3

エネルギー・食料品等価格高騰に伴う低所得世帯（子ども加算）支援給付金（追加分）【物価高騰対策給付金】 令和 6 年 4 月 令和 6 年 6 月
○

商工振興課

10

電気料金高騰対応中小事業者支援 令和 6 年 1 月 令和 6 年 4 月
○

農政課
11

物価高騰対応農業組合法人支援 令和 6 年 8 月 令和 6 年 12 月
○

実績値２ 単位１事業未実施繰越事業

調査項目A：令和5年度実施計画に記載された全事業が回答対象。

１．交付対象事業の名称および事業の始期・終期

調査項目C：全国で実施されている「典型的事業」のみが回答対象　※回答不要な事業については回答欄が自動でグレーアウト。

事業効果

【物価高騰の影響を受ける生活

者・企業への支援】

具体的な理由
事業効果

【経済活性化】
具体的な理由その他（具体的に） 指標名１ 目標値１事務費

[単位:千円]

指標の位置づけ１

電気料金の高騰

電気料金の高騰

（←うち、特別高圧

分を含む取組）

ガス料金の高騰

ガス料金の高騰

（←うち、LPガスの

価格高騰を含む取

組）

その他（設備、資

材、原料）
燃料油価格の高騰 食料品価格の高騰 肥飼料価格の高騰 賃上げへの支援 水道料金の高騰

5．価格高騰の種類

担当部局課名

No
交付金事業の名称

*事業Noは採択された実施計画におけるNoと紐づいています

*採択された実施計画を元に、貴団体における実施事業一覧が表示されます

事業始期 事業終期 経済対策との関係

２．交付対象事業の分類 ３．予算執行状況

事業分類（大分類）

※「経済対策との関係」の入力内容（R列）に

応じて該当する事業分類がプルダウン表示されま

す。

事業分類（中分類）

※「経済対策との関係」の入力内容（R列）に応じて該当する事

業分類がプルダウン表示されます。

支出済額

[単位:千円]

交付金充当額

[単位:千円]


